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ントの制度化を 

コロナ禍で初の大規模災害 九州７月豪雨 

３年連続日本列島を襲う豪雨災害 

 
上）７月４日八代市球磨川堰下流（国交省九州整備局） 

右）人吉市肥後銀行人吉支店前（日経クロステック） 

 

活発な梅雨前線の影響で、７月３日から西日本を中心に雨が降り続き、九州地

方を中心に河川の氾濫や家屋の浸水・土砂崩れ災害が発生し、甚大な被害をもた

らしました。７月１５日までに８県６７市町村に災害救助法、被災者生活再建支

援法（熊本県全域・大牟田市）が適用され、特定非常災害にも指定されました。

懸命の復旧作業が進められていますが、コロナ禍により県外からのボランティア

の支援を断念する自治体が多く、人手不足が深刻で、復旧の足かせになっていま

す。 

 昨年の台風 19 号では宮城県内でも丸森町、大郷町等で大きな被害を受けまし

たが、その際の期間降水量（災害期間の降水量合計値）は丸森町筆甫地区で

607.5 ミリでした。今回、熊本県球磨郡湯前町の期間降水量は 1559.5 ミリと筆甫

の倍以上の降水量で、凄まじい豪雨だったのです。日本三大急流の一つとして知

られる球磨川が氾濫し、流域で被害が大きかった人吉市では浸水深が 10 メート

ル近い箇所もありました。 

 この数年、地球規模の気候変動の影響から、自然災害が毎年のように発生し、

常態化しています。日本全国どこでも大雨被害と無縁のところはありません。し

かしそのようななかで政府の被災者支援策の抜本拡充は進んでいません。 

特定非常災害 

適用基準は「災害での死傷

者、住宅倒壊の多数発生、

広範なライフライン途絶等

の諸要因を総合的に勘案」

し指定される。 

 行政上の権利利益の満了

日延長、義務の不履行の免

責、破産手続きの特例、相

続手続きの期間延長等の

「特例措置」が適用され

る。 

【特定非常災害の指定】 

阪神淡路大震災（1995年） 

新潟県中越地震（2004年） 

熊本地震（2016年） 

西日本豪雨（2018年） 

台風 19号（2019年） 

九州 7月豪雨（2020年） 
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半
壊 

 
７月２９日に山形県でも豪

雨被害（大石田町） 

「半壊」以下の被災者支援拡充が切実 

 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

災害救助法が適用された災害での住家被害

全壊 半壊 一部破損 床上浸水 床下浸水

大きな災害が発生した場合、都道府県の判断により災害救助法を適用し、災

害救助が行われます。避難所の設置や応急仮設住宅の供与、炊き出しや飲料水

の供給、服・寝具等生活必需品の給与・貸与、住宅の応急修理など、この法律

でその実施内容が定められています。下グラフは、２０１４年以降に災害救助

法が適用された災害で、どれくらい住家の被害があったのかをみたものです。

このグラフを中心に近年の自然災害特徴をみてみましょう。 

 

一部損壊 

床下浸水 

床上浸水 

半壊 
全壊 

2016 年が最も住家被

害が多かったことがわか

りますが、この年は熊本

地震・台風１０号・鳥取

中部地震があった年でし

た。しかし、２０１４

年、１５年、１７年被害

が低く見えますが、それ

でも約２万棟が被害を受

けています。このグラフ

を見て特徴的なことは、

住家被害は大半が半壊、 

 

棟 

一部損壊、床上下浸水被害だということです。全壊は全体の 3.3％しかありま

せん。津波災害のように住家が根こそぎ押し流されて跡形もなくなることを除

除けば、自然災害における住家被害は、半壊以下、それも一部損壊が大きなウ

エートを占めているのです。14 年以降、6 年間で半壊以下の住居被害は 63 万

棟にものぼります。これは仙台市全住宅数 56 万棟を大きく上回る規模です。 

 

 貧弱な国の住宅再建支援制度 

 半壊・一部損壊・床上下浸水被害を受けた場合、その修繕費用は半壊・一部

損壊で最低約 200 万円、床上浸水でも最低約 100 万円が必要となることが全国

知事会の調査1でわかっています。 

 しかし、国等のこうした自然災害からの住宅再建支援は不充分なままです。 

被災者生活再建支援制度で最大 300 万円までの支援を受けることができるの

は全壊・大規模半壊世帯までで、半壊以下は対象外です。 

災害救助法に基づく応急修理制度は大規模半壊と半壊までが対象となります

が、1 世帯あたり 59 万５千円給付が上限です。昨年 8 月から一部損壊の内損害

割合が 10％以上 20％未満の被害を受けた場合「一部半壊（準半壊）」とし、応

急修理の支援対象（限度額 30 万円給付）となりましたが、半壊以下の被害の

場合は、この応急修理制度以外では災害援護資金貸付制度（融資）があるだけ

です。この住宅再建支援制度の抜本的改革が強く求められます。 

 

1 全国知事会危機管理・防災

委員会「被災者生活再建支援

制度の見直し検討結果報告」5

ページ 

2020年は 7月まで 

７月３０日 防災相 

被災者支援金の拡充を

表明  

新聞報道によれば、武田

防災相が被災者生活再建支

援制度を拡充し、半壊世帯

の一部も対象とする方向で

検討旨表明したと伝えてい

ます。 

 しかし、拡充は「半壊世

帯のうち、損害割合が 30％

台の世帯に２５～１００万

円支給」という範囲にとど

まります。一歩前進です

が、それでもまだ不十分で

す。 

 今後さらに支援の拡充が

必要であり、さらに取組を

強める必要があります。 
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今回の災害で避難所用・間仕

切りが導入された避難所が増

えたました（人吉市）。 

日経ビジネス 7/27 

7 月豪雨で前進した対応 

修理制度で「自宅修理」しても仮設への入居可 

前ページで、昨年 8 月に応急修理制度の支給対象が「一部損壊（準半壊）」まで

拡大されたことを述べました。これは、昨年房総半島を襲った台風 15 号被害で、

千葉県内における住宅被害の 9 割強が一部破損で占めているにも関わらず、国に

よる住宅支援の対象外であることが強く批判され、応急修理制度が改善されたも

のです。しかし支給対象を「準半壊以下」（損害割合 10％未満）まで拡大するこ

とが必要ではありますが「一歩前進」と評価できるものでした。他に今回の 7 月

豪雨でも被災者対応で改善された対応がされています。 

 

修理制度を利用しても仮設入居が可能に 

災害救助法による応急修理制度は、「日常生活に必要最小限度の部分を応急的に

修理することで元の住家に引き続き住むことを目的とする」という制度内容で給

付されるものです。災害発生から 1 か月以内に修理完了することが基準化されて

いました。しかし修理完了すると「修理したのでその住居に住める」とみなさ

れ、仮設住宅に入居することが出来ない制度でした。そもそも 1 か月以内で修理

完了できていない実態があり、改善が求められていました。 

 この制度については、今年 3 月、東日本大震災の被災地の実態調査を行った総

務省行政評価局が、「応急修理制度の申し込み後、修理完了までに長時間を要して

いる被災者等損壊した自宅に居住し続ける者に対し、応急仮設住宅の供与を可能

にすること」と内閣府に対し勧告を行い、今回の災害から修理制度を利用しても

修理期間が１か月を超える場合、仮設入居できるようになりました。入居可能期

間は最長 6 か月で修理期間が 1 か月を超えることが条件です。 

 

 

    

 

 

半壊住宅 

解体費補助へ 

 7 月豪雨から、「特定非

常災害」に指定された場

合、市町村が被災家屋を解

体・撤去する費用について

は今までの「全壊」だけで

なく、「半壊」まで対象と

することが恒久制度化され

ました。 

 これにより半壊被災者の

負担が軽くなりますが、

「特定非常災害」以外の災

害も対象にしていく必要が

あります。 

ただし、そのように制度が改

善されても、修理制度の給付額

が被害実態に合わないことか

ら、修理費が足りず、修理しき

れないケースは残ります。その

ような場合は「在宅被災者」と

して修理不完全なままに自宅に

住まざるを得ない状況となって

しまう問題は解決されません。

今回の制度改善は歓迎するべき

ことですが、根本的には被災者

住宅再建支援制度を拡充し、 

 
個々の被災者の被害実態にあわせて、それに対する支援策を組み立てて連携して

支援する仕組みの構築が強く求められます。 
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７月１２日（日）、「第四回災害ケースマネジメント構想会議」がリモート形

式で開催され、全国から約４０人が参加し、「災害時におけるケースマネジメ

ント」の現状や今後の課題について話し合いました。同構想会議はこの間３回

にわたり、全国で自然災害被災者への支援活動を進めている支援団体、弁護

士、マスコミ関係者、医師らが集まり回を重ねてきました。県民センターも同

会議の事務局として参加しています。 

 ここ数年多発する自然災害のなかで、本年１月には「災害ケースマネジメン

ト ガイドブック」（津久井進著）が発行されるなど、被災者支援の方法とし

て災害ケースマネジメントが注目されていますが、東日本大震災における仙台

市の取組にその原型があります。当時の仙台市の取組と、災害ケースマネジメ

ントをめぐる現在の課題について考えてみましょう。 

災害での被災者支援強化にむけ 

災害ケースマネジメントの制度化を 

自然災害、それも大規模な災害が後を絶たず、被害規模も著しく大きくなるとと

もに、それは被災者が置かれていたコミュニティや自治体の脆弱性を一気に表出さ

せます。被災者が災害によって抱える様々な困難に対し、現行の被災者支援制度は

適切に対応できていません。住宅再建一つとっても現行の被災者生活再建支援法は

全壊・大規模半壊以外の被災者は対象となっていません。半壊以下の被災者が抱え

る住宅再建上の困難に自治体は十分に対応できずにいます。いわんやそれ以外の生

活再建上の困難に自治体が向き合うこと自体、希薄なものです。少子高齢化の進展

や地域コミュニティの衰退という社会構造の変化や、災害被害の深刻化に防災や被

災者支援が追い付いていないのが現状と言ってよいでしょう。 

 こうした状況に対し、東日本大震災以降、いくつかの自治体で「災害ケースマネ

ジメント」が取り入れられつつあります。その原型は東日本大震災時の仙台市の対

応でした。 

 

震災時の仙台市の災害ケースマネジメント 

 仙台市では２０１４年春から「被災者生活再建推進プログラム」に基づく支援を

開始しました。内容は応急仮設住宅に入居する「各世帯への支援」と、プレハブ仮

設住宅や復興公営住宅における「コミュニティ支援」の二つが柱でした。 

また支援にあたっては、「一人ひとりの状況に応じたきめ細かな支援」と「人と

人とのつながりを大切にした支援」を行うことを視点に据えたとしています1。 

 その取組をさらに強化し、２０１５年から「被災者生活再建加速プログラム」

を、恒久住宅への移行と生活再建支援によりウエートをおいて支援を行いました。

次ページ図１に推進プログラム、加速化プログラムごとの支援内容を整理しまし

た。 

 

 

1 「東日本大震災仙

台市復興五年誌」仙

台市 

 

 
津久井進著 
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 仙台市の災害ケースマネジメントの特徴 

仙台市のこの取組の特徴は、被災世帯を４つに類型化して、類型ごとに支援内容の

重みづけを変化させ、さらに重点的支援対象とした「住まいの再建支援世帯」と「日

常生活・住いの再建支援世帯」については、世帯ごとに支援メニューを「オーダーメ

イド」的に支援計画を策定し、支援にあたったという点です。 

 また世帯状況の把握から実際の支援実施までの流れと実施主体は図２のような形で

した。 

図２ 仙台市における「災害ケースマネジメントの流れ 

   
菅野拓氏作成（２０１９年 1月 復興庁復興推進委員会資料） 

図 1 東日本大震災時の仙台市被災者支援の内容 

 
 

注：「東日本大震災仙台市復興五年誌」を参考に県民センター作成 
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仙台市災害ケースマネジメント 二つの問題 
 

このような仙台市の災害ケースマネジメントは、仮設住宅入居者に対する支援と

いう面では新たな支援枠組みをつくったものとして、おおいに評価できるもので

す。こうした取り組みは、その後の自然災害被災者(仮設住宅入居者)に対する支援

として継続され、定着しています。台風１９号で被害を受けた丸森町では、仮設住

宅入居者支援のため、「地域支え合いセンター」を立ち上げ、５人の生活支援相談

員が６つの仮設団地を見守っています。 

 

 支援対象は「仮設住宅入居者」以外にも広げるべきだった 

しかし、仙台市の災害ケースマネジメント（各世帯への支援）が対象としたのは

「仮設住宅入居者」ということです。「在宅被災者」は制度の視野には入っていま

せんでした。従って、仮設住宅解消により「各世帯への支援」は実質的に終了しま

した。しかし、仙台市では、被災した家屋に対する固定資産税軽減措置に関する調

査の結果、住宅約１万棟のうち、約５１００棟が「未修繕」、約４４００棟が「一

部修繕済み」と回答し、「修繕済み」・「解体済み」は計約３３０棟だけでした

（2019 年４月２０日河北新報）。これら被災住宅に住む人の 80％は「半壊」判定で

した。修理しようにも公的支援は応急修理制度と義捐金だけでは費用が賄えず、今

も多くの人が不十分な修理状態で居住せざるを得ない状況にあります。  

本来、災害ケースマネジメントではこれら「在宅被災者」も視野に入れた活動が

求められたのですが、当時は被災状況調査が不十分だったため、それができません

でした。今後の災害ケースマネジメントでは、在宅被災者も明確に支援対象とした

枠組みとすべきです。 

 

災害ケースマネジメントを中途半端にやめるべきではなかった 

仙台市では、１９年３月末で「被災者生活再建支援室」を廃止しました。この部

署は住民の戸別訪問等を行ってきました。 

災害ケースマネジメント（各世帯への支援）を承継し、日常業務として担当する

部署を「被災者の生活再建が一定のレベルで進んだ」として廃止したことは、前述

の半壊判定世帯における住宅修理不全状態や、復興公営住宅におけるコミュニティ

づくりがまだ途上にあるなかで廃止すべきではありませんでした。本来なら、「被

災者生活再建支援室」を存続させ、震災から１０年を経過したなかでの被災者の復

興状況を調査し、なにが問題として残っているのか？解決を迫られている問題はな

にか？を突き詰めることが必要でした。それらをせずに中途半端に災害ケースマネ

ジメントをやめるべきではありませんでした。 

このような問題を持ちながらも、仙台市の取組は先駆的であったことはまちがい

なく、２０１６年の岩泉町水害、熊本地震にも生かされています。そして２０１８

年、鳥取県では仙台市の取組を参考にして、全国で初めて災害ケースマネジメント

を恒久制度化しました。 
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住宅再建を生活再建の出発点に 

２０１８年３月、鳥取県では「鳥取県防災及び危機管理に関する基本条例」を

改正し、全国で初めて災害ケースマネジメントを制度化しました。 

鳥取県は制度化の考え方を以下のようにまとめています。 

 「(鳥取中部地震により)中部１市 4 町を中心に住家被害は約 15,000 棟に及び、

古い住宅を中心に屋根瓦（特に土葺きの瓦）のズレや落下が数多く見られたほ

か、外壁のひび割れ・落下、塀の倒れ等が多数発生しましました。これに対し

て、被災世帯の住宅再建及び修繕のための支援措置を講じるなど、県や市町村の

積極的な支援により、鳥取県中部地震発災から約1年でブルーシートが残る住家は

概ね 5％にまで減少しました。 

 しかし、発災後1年経過してもなお、住宅修繕に着手することが出来ない世帯が

あり、その中には健康面、資金面での問題を抱えていたり、高齢者世帯で修繕に

むかう気力を失ったりしている方々などもおられます。 

 このような世帯へ対応するため、行政や民間団体などで構成する『生活復興支

援チーム』を新設し、困りごとの解決策を具体的に提案することで被災者の生活

復興を後押ししていく鳥取県版ケースマネジメント『生活復興支援』に取り組む

こととなりました。また、今後再び大きな災害が発生した際にも同じ考え方で支

援に取り組むため、平成 30 年 4 月に、この被災者の生活復興体制を全国で初めて

条例に規定し、恒久制度としました。」（「生活復興支援に取り組んでいます」鳥取県発

行御パンフ ２０１８年） 

 制度化にあたっては、「発災から約１年ブルーシートが残る住家は 5％にまで減

少したが、それ以上減らなかった。知事（平井伸治氏）が新聞で宮城の災害ケー

スマネジメント等の記事を見て、導入検討の指示があった」（鳥取県危機管理局長

の西尾浩一氏）と、知事のリーダーシップの下で具体化が進められたといいま

す。つまり、先ず住宅再建（修理）を入口にして、そこから生活再建の諸問題の

解決を目指すものとしてこの制度がつくられています。これには理由がありま

す。 

 

 鳥取県独自の住宅再建支援制度 

鳥取県ではすでに国の制度を上回る県独自の被災者住宅再建支援制度を運用し

ています。鳥取県では２０００年の鳥取西部地震、１６年の鳥取中部地震と二つ

の大きな地震災害を経験しました。特に２０００年の西部地震の際、当時知事で

あった片山善博氏が被災現場を回るなかで「そこで分かったことは、その時最も

大事な課題は住宅問題だという事でした」(「災害復興とそのミッション」)と述べ

ているように、当時から災害時の住宅再建を非常に重視し、県が独自に国の被災

者生活再建支援制度の枠を超えた支援制度を作ってきた歴史がありました。現時

点で運用されている鳥取県の住宅再建支援制度は次ページ表のとおりです。 

 

鳥取県「防災及び危機管

理に関する基本条例」 

改正部分 

 

第２５条の２ 

「県及び市町村は、相互に

連携し、必要に応じ、個々

の被災者の住宅、就労、健

康、財産管理その他生活に

係る課題に総合的に対応す

る体制を構築し、被害者の

生活の復興支援を行うもの

とする。」 

全国で初めて制度化 

鳥取県の災害ケースマネジメント 



 

 

 

 

 

 

 

8 ページ 県民センターニュースレター 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

鳥取県の独自住宅再建支援制度 

 
（黒字部分国制度、赤字部分が鳥取県独自制度・カッコ内は単身世帯への給付額） 

現在の国の被災者生活再建支援制度では半壊以下の支援はありませんが、鳥取は

一部破損（10％未満）までの支援が行われます。つまり一部破損（１０％未満）以

下の被害判定はありませんから、「鳥取県では自然災害で何らかの被害を受けた住

家全てに支援が行われる」ということになっています。下の実際の生活復興支援の

取組事例を見ると、住宅被害復旧支援から入って、生活にかかる問題の解決にも進

んでいる状態が見て取れます。 

鳥取県生活復興支援取組事例 

 
（鳥取県パンフより） 

また２０１７年度からは、「ブルーシートの張替え、修繕などをする団体等に補

助上限３０万円の補助金」まで支給しています。 

このように住宅再建の独自支援制度が宮城県より大幅に充実していますから、災

害ケースマネジメントを進めて支援計画を作成する際に「支援メニュー」として

様々に活用できます。同じように宮城県で災害マネジメントをやろうとした場合、

県独自住宅再建支援制度がありませんから、住宅再建の「支援メニュー」は鳥取と

比べ貧弱なものにならざるを得ないでしょう。災害ケースマネジメントを進めるこ

とと、住宅再建支援制度を充実させることが密接につながっていることが鳥取県の

事例から分かります。実際のケースマネジメントの流れは次ページの内容です。 
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災害マネジメント制度化に向けて 

鳥取県災害ケースマネジメントの流れ 

 
（鳥取県パンフより） 

鳥取県での災害ケースマネジメント制度も参考に、昨年８月に山形県が

原発避難者を個別支援するために、災害ケースマネジメントを導入しまし

た。原発避難者が避難の長期化で多様化、複雑化する個別事業に対応する

ことを狙いとしています。また大阪北部地震の際に高槻市が鳥取県スキー

ムを参考に実施した事例、徳島県が南海トラフ巨大地震に備えた事前復興

計画に災害ケースマネジメント型の被災者支援を行うことを盛り込んだ事

例等、災害ケースマネジメントが各地で着実に広がっています（「住民と自

治」６月号菅野拓）。しかし制度導入は、まだ大きな広がりとなっている状況

までには至っていません。東日本大震災を経験した宮城県、それも全国の

自治体が制度の原型を生んだ仙台市でも災害ケースマネジメントは制度化

されていないのです。災害ケースマネジメントの制度化に向けての課題を

考えてみましょう。 

 

仙台弁護士会の手法提案 

災害ケースマネジメントの制度化について、仙台弁護士会は「災害の発

生に先立ってこの制度が法制化され、必要な予算措置を速やかに講じるこ

とができる仕組み」にしておくことが不可欠と「会長声明」（１８年２月８

日）を発表しています。 

そのなかで「生活困窮者自立支援法」及び「激甚災害に対処するための

特別の財政援助等に関する法律（激甚法）」の活用を提案しています。生活

困窮者自立支援法で定める「生活困窮者自立相談支援事業」が被災者を直 
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接の対象とするものではないものの、ケースマネジメントを通じて生活困窮者の

自立支援する内容であることから、災害ケースマネジメントにも活用あるいは応

用しようというもの。また、「激甚法」の対象事業に前述の「生活困窮者自立相談

支援事業」を加えることにより、激甚災害が発生した場合、地方公共団体は国の

財政支援を受けつつ、生活困窮者自立支援法に基づくケースマネジメント事業を

実施することが可能になると提案しています。この提案は国政段階における制度

化ですが、もう一方で、地方自治体段階における制度化も検討が必要でしょう。 

 

自治体条例で制度化する方法 

現在、宮城県には「震災対策推進条例」があります。同様に仙台市には「防

災・減災のまち推進条例」、石巻市には「石巻防災基本条例」があります。いずれ

も「理念条例」（行政の方向性や施策における優先順位等を規定した条例）です

が、そのなかの「復興対策」「復興」に関する規定に、災害ケースマネジメントを

実施することを自治体の責務とする旨の条文を挿入することで災害ケースマネジ

メントを制度化する、という方法が考えられます。鳥取県の制度化はこの方法に

よるものです。また各地方自治体が定める「地域防災計画」のなかに災害ケース

マネジメントを位置付けるという方法も考えられます。 

 

さらには、今年６月に、引きこもりや介護、貧困など分野をまたいだ課題を抱

える家庭に市区町村が役所内で情報を共有し、ワンストップで対応できるよう国

が支援する改正社会福祉法が成立しましたが、自治体段階でこの仕組みの活用あ

るいは応用も考えられます。 

いずれにせよ、国民の側から災害ケースマネジメント制度化を求める世論を高

めることが必須条件となることは間違いありません。県民センターも災害ケース

マネジメントの制度化を求める諸団体・個人と一層強く連携し、取り組む必要が

あります。 

 


